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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被計量物が複数の供給ホッパから下方の各計量ホッパに供給されることによって重量信
号を得るように構成される組合せ秤において、
　前記複数の供給ホッパから各計量ホッパへ被計量物が供給される時刻より後における複
数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻において前記各計量ホッパにおける
前記重量信号から動的重量測定値を前記各計量ホッパについて並列に取得する動的重量測
定値取得手段と、
　前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻より後の静的重量測定値取得時刻において前
記重量信号から静的重量測定値を前記各計量ホッパについて並列に取得する静的重量測定
値取得手段と、
　本稼働運転前の調整運転時において計量を実施した際における前記動的重量測定値取得
手段が取得した前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻における前記各計量ホッパ毎の
動的重量測定値と前記静的重量測定値取得手段が取得した前記静的重量測定値取得時刻に
おける前記各計量ホッパ毎の静的重量測定値とを記憶する記憶手段と、
　前記記憶手段に記憶されている前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻における前記
各計量ホッパ毎の動的重量測定値と前記静的重量測定値取得時刻における前記各計量ホッ
パ毎の静的重量測定値とに基づいて、前記静的重量測定値に対する前記動的重量測定値の
誤差の大きさを、各計量ホッパに共通する誤差の大きさとして評価する誤差評価手段と、
　前記誤差評価手段によって前記誤差の大きさが所定の許容値以下となる動的重量測定値
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取得時刻を本稼働運転時の動的重量測定値取得時刻として決定する動的重量測定値取得時
刻決定手段と
を備えることを特徴とする組合せ秤。
【請求項２】
　前記誤差評価手段は、前記誤差の大きさを評価するに際して、前記記憶手段に記憶され
ている前記各計量ホッパ毎および計量回数毎の動的重量測定値と静的重量測定値とに基づ
いて、前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対応させて求められ
る重量測定値誤差のばらつきの標準偏差を取り扱うものとされる請求項１に記載の組合せ
秤。
【請求項３】
　前記誤差評価手段は、前記誤差の大きさを評価するに際して、前記記憶手段に記憶され
ている前記各計量ホッパ毎および計量回数毎の動的重量測定値から前記複数の異なる動的
重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対応させて求められる動的重量測定値のばらつき
の標準偏差と、前記記憶手段に記憶されている前記各計量ホッパ毎および計量回数毎の静
的重量測定値から求められる静的重量測定値のばらつきの標準偏差とに基づいて求められ
る重量測定値誤差のばらつきの標準偏差を取り扱うものとされる請求項１に記載の組合せ
秤。
【請求項４】
　前記誤差評価手段は、前記誤差の大きさを評価するに際して、前記記憶手段に記憶され
ている前記各計量ホッパ毎および計量回数毎の動的重量測定値と静的重量測定値とに基づ
いて、前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対応させて求められ
る重量測定値平均偏差を取り扱うものとされる請求項１に記載の組合せ秤。
【請求項５】
　前記誤差評価手段によって前記誤差の大きさが所定の許容値以下となる動的重量測定値
取得時刻を含む計量精度関連情報を表示する表示手段と、この表示手段によって表示され
る計量精度関連情報から本稼働運転時の動的重量測定値取得時刻を選択設定する動的重量
測定値取得時刻設定手段とが設けられる請求項１～４のいずれかに記載の組合せ秤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被計量物が供給ホッパから計量ホッパに供給されることによって重量信号を
得るように構成される組合せ秤に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自動式もしくは半自動式の組合せ秤として、被計量物を組合せ計量する複数の計
量ホッパの上方に供給ホッパを備えた構造のものが知られている。この種の組合せ秤では
、被計量物は一旦供給ホッパに収容され、この供給ホッパから計量ホッパへ自動的に投下
・供給され、計量ホッパにてその被計量物の重量が測定されるように構成されている。
【０００３】
　ところで、一般の計量器において、重量信号から自動的に重量測定値を取得するタイミ
ングとしては、１）安定待ち時間タイマーを設けない方法、２）安定待ち時間タイマーを
設ける方法のいずれかが採用されている。
【０００４】
　１）安定待ち時間タイマーを設けない方法においては、安定判別基準を備える安定判別
手段が設けられ、重量信号が安定であると判別されたタイミングを重量測定値の取得タイ
ミングとするようにされている。
【０００５】
　２）安定待ち時間タイマーを設ける方法においては、被計量物が計量ホッパへ投下・供
給されるタイミング、より具体的には供給ホッパのゲートを開くタイミングや被計量物が
供給ホッパへ供給されたことを物品センサが検知したタイミングを起点として経過時間を
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カウントする安定待ち時間タイマーが設けられ、被計量物が計量ホッパへ供給されて所定
の時間が経過したタイミングを重量測定値の取得タイミングとするようにされている。
【０００６】
　上記１）の方法に関するものとしては、例えば特許文献１にて提案されているものがあ
る。
　上記２）の方法に関するものとして、例えば特許文献２～５にて提案されているものが
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平９－１１３３４８号公報
【特許文献２】特開平７－４３１９６号公報
【特許文献３】特開平３－２５９７２０号公報
【特許文献４】特開平４－６２４３４号公報
【特許文献５】特開平６－４３０１１号公報
【０００８】
　特許文献１による方法においては、振動信号を含む重量信号をある時間幅の間に複数回
サンプリングをして、これら複数回のサンプリングの平均値を順次毎回のサンプリングタ
イミング毎に算出し、算出された平均値の差が予め設定したばらつき幅許容値以下になっ
た時点をもって重量信号が安定状態に達したと判定し、このタイミングをもって重量測定
値を取得するようにされている。
【０００９】
　特許文献２による方法においては、被計量物が計量ホッパへ供給されて所定の時間が経
過したタイミングでもって重量信号から重量測定値を取得して組合せ演算に供するように
されている。そして、組合せ演算に選択されずに被計量物が計量ホッパに残った場合は、
再度計量を行い、最初に記憶した重量測定値と再計量された時点の重量測定値との差を求
め、この差に関わる許容判定基準に基づいて安定待ち時間の適切性を判定するとともに、
この判定結果に応じて安定待ち時間を縮小あるいは延長するようにされている。
【００１０】
　特許文献３による方法においては、重量信号における特定の変化過程を安定待ち時間の
カウントの起点として、より具体的には重量信号が最大となる時点を安定待ち時間のカウ
ントの起点として、重量信号が安定すると予測される安定待ち時間において重量測定値を
取得するようにされている。
【００１１】
　特許文献４による方法においては、最短安定時間より長いことが確実な上限許容時間ａ
と、最短安定時間より短いことが確実な下限許容時間ｂと、必要とする計量精度を勘案し
て決定した安定判別許容幅ｃと、安定時間の測定単位時間ｄとを設定し、調整モードにて
サンプル物品を計量ホッパへ繰り返し供給しながら上限許容時間ａと下限許容時間ｂとの
間に仮想最短安定待ち時間を設定して、仮想最短安定待ち時間での重量測定値が安定判別
許容幅±ｃに存在することを条件に上限許容時間ａと下限許容時間ｂとの間に、設定値の
移動量の分解能がｄ以下とならない時間間隔で仮想最短安定時間を動かしながら最終的に
時間調整の分解能の限界をもって最短安定待ち時間を求め、求めた最短安定待ち時間にて
重量測定値を取得するようにされている。
【００１２】
　特許文献５による方法においては、例えば物品センサが物品を検知した時点を起点とし
て重量測定値を取得するタイミングまでの経過時間を測定するタイマーと、このタイマー
の時間カウントの起点から一定時間経過した異なる複数の重量測定値取得時刻において重
量信号から重量測定値を取得する手段とが設けられ、略同一重量のサンプル物品を複数回
（ｍ回）計量し、各重量測定値取得時刻毎に複数回（ｍ回）の重量測定値から重量測定値
のばらつきを求め、求めたばらつきが所定の値の範囲に初めて入る時刻をもって稼働運転
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時の重量測定値取得時刻（いわゆる安定待ち時間）を決定するようにされている。
【００１３】
　ところで、自動式・半自動式の組合せ秤では、安定待ち時間を設定して重量測定値が取
得されるが、生産能力と計量精度とが深く関係するので、数多く何回もの計量動作に対し
て安定待ち時間を最適に設定した場合に果たしてどの程度の計量精度が得られるかについ
て、調整時点で明確であるように設定されなければならない。また、被計量物の種類や供
給量に応じて、所定の計量精度を満足するに必要な最短の安定待ち時間の設定を容易に行
うことができなければならない。
　ここで、最適な安定待ち時間とは、数多くの計量動作において所定の計量精度を満足す
る重量測定値を最短に得ることのできる時間であると定義される。
【００１４】
　上記の従来技術では、重量信号に含まれる振動信号による重量測定値のばらつき量の推
移状況を判断することにより、または重量信号を何らかの手段で直接観察することによっ
て振動振幅の大小の推移状況を判断することにより、安定判別の許容範囲を定めるように
されている。
　ところが、供給ホッパから計量ホッパへの被計量物の供給状態は毎回異なるので、衝撃
荷重による重量信号の過渡応答振動信号の発生状態は毎回異なることになる。
　したがって、ばらつき量の推移状況や振動振幅の大小の推移状況が毎回計量の度に変化
する中で、重量信号が安定と判別するための許容値を設定すること、あるいは別の方法に
よる安定判別基準の設定に関して、許容幅や安定判別基準が所定の計量精度と直接的に結
びつくように行うことは経験豊かな作業員といえども極めて困難な設定作業になる。
【００１５】
　しかも、重量信号の振動や被計量物の負荷に対する応答だけでなく、組合せ秤の設置場
所の基礎振動の影響も受けるので、組合せ秤を稼働運転させる場所（例えば、顧客の工場
など）で効率良く、作業員を選ばず、許容幅や安定判別基準を設定する必要がある。
　また、設定される安定判別基準について、安定判別基準と所定の計量精度と安定待ち時
間との関連性が多くの計量回数において、つまり統計的に明確でなければ、最適な安定待
ち時間の設定に有用な安定判別基準であるとすることはできない。
【００１６】
　安定判別するための許容幅の設定や、安定待ち時間を決定するための安定判別基準の内
容について、特許文献２～４に係る技術ではいずれも上記の関連性を明確にすることがで
きないので、多くの計量回数に基づく所定の計量精度の獲得を前提にした最適あるいは最
短な安定待ち時間を設定することができない。言い換えれば、必然的になにがしかの余裕
を見込んだ設定値となる。
【００１７】
　一方、特許文献５に係る技術では、安定待ち時間の経過中に一つの重量信号に対して一
定間隔毎に多くの測定時点を設けてサンプル物品の重量値を測定し、同じサンプル物品を
何回も供給計量させて各測定時点毎に多くの重量測定値を求めるようにされている。そし
て、各測定時点毎に重量測定値の統計値として標準偏差を求めるようにされている。
【００１８】
　このようにすれば、数多くの仮の安定待ち時間毎に、種々の供給状態に応じた統計的重
量測定値のばらつき誤差が得られるので、統計的な計量精度と安定待ち時間との関係が明
確になり、多くの仮の安定待ち時間の中から所定の統計的精度を満足する最短の安定待ち
時間を容易に自動的に得ることができる。
【００１９】
　ところが、安定待ち時間の設定のための調整モードにおいて、統計的に安定待ち時間毎
の所定精度を求めるには、多くのサンプル物品の計量が必要であるので、設定作業は出来
るだけ作業効率の良い方法が望まれる。
　しかしながら、特許文献５に係る技術では、同じサンプル物品を繰り返し用いて重量を
測定するようにされている。
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【００２０】
　重量の異なるサンプル物品を用いた重量測定では、重量測定値のばらつきの中にサンプ
ル物品の重量のばらつきが含まれてしまい、測定に起因するばらつき誤差を正しく求める
ことができない。
　特に、自動式の組合せ秤に対して適用しようとすれば、調整の結果得られる計量精度に
統計的な裏付けを得るために、出来るだけ数多くの計量回数を繰り返して精度評価しなけ
ればならないが、そのようなテストが容易に実施可能な方法でなければならない。
【００２１】
　例えば、被計量物がポテトチップスである場合に、同じ重量のサンプル物品を数多く揃
えることは困難である。また、同じ重量のサンプル物品を短時間の内に何回も繰り返し計
量ホッパに供給計量させる作業も困難である。
　作業者の経験に頼らず、実稼働時とほぼ同様の運転状態で効率的な作業でもって、実稼
働時と同様に毎回重量の異なる多くのサンプル物品でもって統計的な所定計量精度に対応
する安定待ち時間を設定することは、調整作業において大きい課題であった。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２２】
　本発明は、前述のような問題点に鑑みてなされたもので、所定の計量精度を満足する安
定待ち時間を容易に決定することのできる組合せ秤を提供することを目的とするものであ
る。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　前記目的を達成するために、本発明による組合せ秤は、
　被計量物が複数の供給ホッパから下方の各計量ホッパに供給されることによって重量信
号を得るように構成される組合せ秤において、
　前記複数の供給ホッパから各計量ホッパへ被計量物が供給される時刻より後における複
数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻において前記各計量ホッパにおける
前記重量信号から動的重量測定値を前記各計量ホッパについて並列に取得する動的重量測
定値取得手段と、
　前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻より後の静的重量測定値取得時刻において前
記重量信号から静的重量測定値を前記各計量ホッパについて並列に取得する静的重量測定
値取得手段と、
　本稼働運転前の調整運転時において計量を実施した際における前記動的重量測定値取得
手段が取得した前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻における前記各計量ホッパ毎の
動的重量測定値と前記静的重量測定値取得手段が取得した前記静的重量測定値取得時刻に
おける前記各計量ホッパ毎の静的重量測定値とを記憶する記憶手段と、
　前記記憶手段に記憶されている前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻における前記
各計量ホッパ毎の動的重量測定値と前記静的重量測定値取得時刻における前記各計量ホッ
パ毎の静的重量測定値とに基づいて、前記静的重量測定値に対する前記動的重量測定値の
誤差の大きさを、各計量ホッパに共通する誤差の大きさとして評価する誤差評価手段と、
　前記誤差評価手段によって前記誤差の大きさが所定の許容値以下となる動的重量測定値
取得時刻を本稼働運転時の動的重量測定値取得時刻として決定する動的重量測定値取得時
刻決定手段と
を備えることを特徴とするものである（第１発明）。
【００２４】
　本発明において、前記誤差評価手段は、前記誤差の大きさを評価するに際して、前記記
憶手段に記憶されている前記各計量ホッパ毎および計量回数毎の動的重量測定値と静的重
量測定値とに基づいて、前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対
応させて求められる重量測定値誤差のばらつきの標準偏差を取り扱うものとされるのが好
ましい（第２発明）。
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【００２５】
　本発明において、前記誤差評価手段は、前記誤差の大きさを評価するに際して、前記記
憶手段に記憶されている前記各計量ホッパ毎および計量回数毎の動的重量測定値から前記
複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対応させて求められる動的重量
測定値のばらつきの標準偏差と、前記記憶手段に記憶されている前記各計量ホッパ毎およ
び計量回数毎の静的重量測定値から求められる静的重量測定値のばらつきの標準偏差とに
基づいて求められる重量測定値誤差のばらつきの標準偏差を取り扱うものとされる扱うも
のとされるのが好ましい（第３発明）。
【００２６】
　本発明において、前記誤差評価手段は、前記誤差の大きさを評価するに際して、前記記
憶手段に記憶されている前記各計量ホッパ毎および計量回数毎の動的重量測定値と静的重
量測定値とに基づいて、前記複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対
応させて求められる重量測定値平均偏差を取り扱うものとされるのが好ましい（第４発明
）。
【００２７】
　本発明において、前記誤差評価手段によって前記誤差の大きさが所定の許容値以下とな
る動的重量測定値取得時刻を含む計量精度関連情報を表示する表示手段と、この表示手段
によって表示される計量精度関連情報から本稼働運転時の動的重量測定値取得時刻を選択
設定する動的重量測定値取得時刻設定手段とが設けられるのが好ましい（第５発明）。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明の組合せ秤においては、供給ホッパから計量ホッパへ被計量物が供給される時刻
より後における複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻において重量信号
から動的重量測定値が取得されるとともに、複数の異なる動的重量測定値取得時刻より後
の静的重量測定値取得時刻において重量信号から静的重量測定値が取得され、静的重量測
定値に対する動的重量測定値の誤差の大きさの評価によってその誤差の大きさが所定の許
容値以下となる動的重量測定値取得時刻を本稼働運転時の動的重量測定値取得時刻として
決定される。こうして、供給ホッパから計量ホッパへ被計量物が供給される時刻を起点と
して本稼働運転時の動的重量測定値取得時刻までの安定待ち時間が決定される。
　本発明の組合せ秤によれば、動的重量測定値と静的重量測定値とに基づいて静的重量測
定値に対する動的重量測定値の誤差の大きさが評価されるので、計量ホッパへと供給され
る被計量物のサンプル物品の重量にばらつきがあっても、振動ノイズなどによる測定上の
ばらつきのみを抽出することができる。このため、被計量物のサンプル物品の重量は本稼
働運転時と同じくばらつきがあってもよくなり、大量のサンプル物品を用いた調整運転時
の計量動作により、大量の重量測定値データを持って統計的に所定の計量精度を満足する
信頼性の高い安定待ち時間を決定することができる。また、調整運転時の計量動作時にお
いて重量の異なる複数のサンプル物品を用いることができるので、本稼働運転時の計量動
作と同様の計量動作にて安定待ち時間を決定するための大量の重量測定値データを効率良
く容易に得ることができる。
　したがって、所定の計量精度を満足する安定待ち時間を容易に決定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の一実施形態に係る組合せ秤の概略システム構成図
【図２】重量信号の収束状態を表すグラフ
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　次に、本発明による組合せ秤の具体的な実施の形態について、図面を参照しつつ説明す
る。なお、以下に述べる実施の形態は、自動式の組合せ秤に本発明が適用された例である
が、これに限定されるものではなく、半自動式の組合せ秤に本発明を適用することも勿論
可能である。
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【００３１】
　＜組合せ秤の概略構成の説明＞
　図１に示される組合せ秤１は、物品供給装置２と、分散フィーダ３と、直進フィーダ４
と、供給ホッパ５と、計量ホッパ６と、メモリホッパ７と、制御装置８と、表示装置９と
、操作装置１０とを備えている。
　なお、図１においては、直進フィーダ４、供給ホッパ５、計量ホッパ６およびメモリホ
ッパ７は、それぞれ１個ずつのみ表わしている。
【００３２】
　＜物品供給装置、分散フィーダ、直進フィーダの説明＞
　物品供給装置２は、装置内に蓄積された被計量物を分散フィーダ３に投下・供給する。
　分散フィーダ３は、周囲が円形で傘状の被計量物受け部１１を有し、この被計量物受け
部１１上に投下・供給された物品供給装置２からの被計量物を振動動作によって全周に亘
って放射状に分散し、被計量物受け部１１の周囲に配置されたｋ個の直進フィーダ４上に
送出・供給する。
　直進フィーダ４は、分散フィーダ３から送出・供給される被計量物を振動動作によって
その先端側に配置される供給ホッパ５に向けて送出・供給する。なお、組合せ演算の目標
重量がＷｔ（ｇ）、目標組合せ個数をＭ個とすると、一般に各供給ホッパ５にはＷｔ／Ｍ
（ｇ）ずつ供給されるように調整されるが、直進フィーダ４の振動による供給量の調整で
は、各供給ホッパ５へ丁度Ｗｔ／Ｍ（ｇ）ずつ供給することは困難であって、その重量値
はばらついている。
【００３３】
　＜供給ホッパ、計量ホッパ、メモリホッパの説明＞
　供給ホッパ５は、直進フィーダ４から送出・供給される被計量物を一旦ホッパ内に貯留
し、このホッパ内の被計量物を下方に配置される計量ホッパ６へと投下・供給する。
　計量ホッパ６は、供給ホッパ５から投下・供給される被計量物を一旦ホッパ内に貯留し
、このホッパ内の被計量物の重量を荷重センサ１２で検出し、その後、そのホッパ内の被
計量物を下方に配置されるメモリホッパ７へと投下・供給する。
　メモリホッパ７は、計量ホッパ６から投下・供給される被計量物を一旦ホッパ内に貯留
し、必要に応じてそのホッパ内の被計量物を下方に配置される集合シュート１３を介して
集合ファネル１４へと投下する。
【００３４】
　＜制御装置の説明＞
　制御装置８は、物品供給装置２、直進フィーダ４、供給ホッパ５、計量ホッパ６および
メモリホッパ７のそれぞれの動作を制御する。制御装置８は、マイクロコンピュータを主
体に構成され、動的重量測定値取得手段１５と、静的重量測定値取得手段１６と、記憶手
段１７と、誤差評価手段１８と、動的重量測定値取得時刻決定手段１９と、安定待ち時間
タイマー２０とを備えている。制御装置８においては、所定プログラムが実行されること
により、動的重量測定値取得手段１５、静的重量測定値取得手段１６、記憶手段１７、誤
差評価手段１８、動的重量測定値取得時刻決定手段１９および安定待ち時間タイマー２０
のそれぞれの機能が実現される。
【００３５】
　＜動的重量測定値取得手段の説明＞
　動的重量測定値取得手段１５は、供給ホッパ５から計量ホッパ６へ被計量物が供給され
る時刻より後における複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻において荷
重センサ１２からの重量信号より動的重量測定値を取得する機能を有している。
【００３６】
　＜静的重量測定値取得手段の説明＞
　静的重量測定値取得手段１６は、複数の異なる動的重量測定値取得時刻より後の静的重
量測定値取得時刻において荷重センサ１２からの重量信号より静的重量測定値を取得する
機能を有している。
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【００３７】
　＜記憶手段の説明＞
　記憶手段１７は、制御装置８で実行される所定プログラムや各種データ等を記憶する機
能を有している。記憶手段１７は、本稼働運転前の調整運転時において複数回計量を実施
した際における動的重量測定値取得手段１５が取得した動的重量測定値と静的重量測定値
取得手段１６が取得した静的重量測定値とを記憶する。
【００３８】
　＜誤差評価手段の説明＞
　誤差評価手段１８は、記憶手段１７に記憶されている動的重量測定値と静的重量測定値
とに基づいて、静的重量測定値に対する動的重量測定値の誤差の大きさを評価する機能を
有している。
【００３９】
　＜動的重量測定値取得時刻決定手段の説明＞
　動的重量測定値取得時刻決定手段１９は、誤差評価手段１８によって静的重量測定値に
対する動的重量測定値の誤差の大きさが所定の許容値以下となる動的重量測定値取得時刻
を本稼働運転時の動的重量測定値取得時刻として決定する機能を有している。
【００４０】
　＜安定待ち時間タイマーの説明＞
　安定待ち時間タイマー２０は、供給ホッパ５のゲートが開き始める時点を時間カウント
の起点とし、供給ホッパ５内の被計量物が計量ホッパ６へと投下・供給されたときに荷重
センサ１２からの重量信号に生じる過渡応答振動信号が正確な重量測定値を得るに十分な
だけ収束するまでの時間を安定待ち時間として、時間間隔Δｔ毎に時間をカウントする。
このように設定した安定待ち時間タイマー２０は調整運転時および本稼働運転時のいずれ
の運転時においても動作させる。
【００４１】
　＜表示装置の説明＞
　表示装置９は、誤差評価手段１８によって静的重量測定値に対する動的重量測定値の誤
差の大きさが所定の許容値以下となる動的重量測定値取得時刻を含む計量精度関連情報を
表示する。
【００４２】
　＜操作装置の説明＞
　操作装置１０は、表示装置９に表示された内容等に基づいて各種の選択設定等の操作を
行う機能を有する。
【００４３】
　＜本稼働運転時における被計量物の供給動作説明＞
　本稼働運転時においては、計量ホッパ６が空の場合に、Ｗｔ／Ｍ（ｇ）に近い被計量物
が供給ホッパ５から計量ホッパ６へと投下・供給される。そして、各計量ホッパ６にて所
定の安定待ち時間による動的重量測定値が得られると、被計量物は計量ホッパ６からメモ
リホッパ７へ投下・供給される。
　なお、被計量物の計量ホッパ６への供給タイミングが多少ばらつくことによって振動信
号の位相が前後にばらついたり、衝撃荷重の大小によって振幅がばらついたりしても、大
抵の供給状態では安定待ち時間の完了するタイミングにおいて振動信号が収束し、所定の
計量精度の動的重量測定値が得られるように安定待ち時間が設定されていて、このような
安定待ち時間によって被計量物の動的重量測定値が得られる。
【００４４】
　＜本稼働運転時における計量・排出動作説明＞
　計量ホッパ６内にあって動的重量測定値の取得・記憶済みの被計量物と、メモリホッパ
７内にあって動的重量測定値の記憶済みの被計量物との間で組合せ演算を実行し、組合せ
合計値が一定の許容範囲内で目標値に最も近くなる組合せを選択する。組合せ選択された
計量ホッパ６またはメモリホッパ７内の被計量物は集合シュート１３を介して集合ファネ
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ル１４へと投下され、商品として集められて外部へ排出される。
　組合せ選択演算によって被計量物が排出された計量ホッパ６には供給ホッパ５から新た
な被計量物が供給され、被計量物が排出されたメモリホッパ７には計量ホッパ６から被計
量物が供給される。また、供給ホッパ５には直進フィーダ４から被計量物が供給されるこ
とで連続的に計量・組合せ選択演算が行われる。
【００４５】
　＜調整運転時における直進フィーダの動作説明＞
　ある種類、ある重量の被計量物についての安定待ち時間を設定するに際して、本稼働運
転時の条件に合わせて組合せ商品の使用が目標重量Ｗｔであって目標組合せ個数がＭであ
る場合に、直進フィーダ４から供給ホッパ５へ一回当たりに送出供給される被計量物の重
量が約Ｗｔ／Ｍ（ｇ）ずつになるように直進フィーダ４の送出パラメータを調整する。つ
まり、調整運転時における直進フィーダ４からの被計量物の供給重量を本稼働運転時のそ
れに合わせる。
　計量ホッパ６での重量信号の過渡応答の状態は被計量物の供給重量の大きさよって異な
るので、本稼働運転時に適用される供給重量値を調整運転時で使用することが適切である
。
【００４６】
　＜調整運転時における動的重量測定値の取得・記憶動作の説明＞
　供給ホッパ５から計量ホッパ６へ被計量物が供給される時刻より後であって、仕様上の
所定の組合せ処理の能力と所定の計量精度を満足するに必要と思われる概略想定時刻の前
後に十分余裕のある時刻ｔ１０とｔ１ｎとを定め、ｔ１０～ｔ１ｎを時間間隔Δｔ毎に分
割した時刻ｔ１０，ｔ１１，ｔ１２，・・・，ｔ１ｎを複数の異なる動的重量測定値取得
時刻とする。
　動的重量測定値取得手段１５は、複数の異なる動的重量測定値取得時刻ｔ１０，ｔ１１
，ｔ１２，・・・ｔ１ｎのそれぞれの時刻において荷重センサ１２の重量信号から動的重
量測定値を取得する。そして、記憶手段１７は、動的重量測定値取得手段１５が取得した
動的重量測定値を記憶する。
【００４７】
　＜調整運転時における静的重量測定値の取得・記憶動作の説明＞
　複数の異なる動的重量測定値取得時刻ｔ１０，ｔ１１，ｔ１２，・・・ｔ１ｎより後で
あって、被計量物の計量ホッパ６への供給タイミングにばらつきがあっても、また被計量
物の供給状態によって衝撃荷重が大きい場合でも、重量信号が十分安定した状態に至り、
信頼性のある重量測定値が得られると予想される時刻ｔ１ｓを静的重量測定値取得時刻と
する。
　静的重量測定値取得手段１６は、静的重量測定値取得時刻ｔ１ｓにおいて荷重センサ１
２の重量信号から静的重量測定値を取得する。そして、記憶手段１７は、静的重量測定値
取得手段１６が取得した静的重量測定値を記憶する。
　なお、静的重量測定値の信頼性をより高めるために、静的重量測定値取得時刻ｔ１ｓ以
降にも複数の静的重量測定値取得時刻を設定し、これら静的重量測定値取得時刻で得られ
た複数の静的重量測定値の平均値をもって静的重量測定値としてもよい。
【００４８】
　＜調整運転時における計量ホッパの計量・排出動作の説明＞
　本稼働運転時には、安定待ち時間が完了すると、重量測定値が取得されさえすれば被計
量物は直ちに計量ホッパ６からメモリホッパ７へと排出されるか、または計量ホッパ６に
滞在して組合せ選択演算に参加し、組合せ選択されると、集合シュート１３の方へと排出
されるが、調整運転時では、計量ホッパ６内の被計量物が少なくとも安定待ち時間の最終
時刻より後の静的重量測定値取得時刻ｔ１ｓまでは計量ホッパ６内に滞在させ、静的重量
測定値取得時刻ｔ１ｓを経過し静的重量測定値を取得すると、計量ホッパ６から被計量物
を集合シュート１３へと排出する。つまり、調整運転時では、メモリホッパ７を使用せず
、メモリホッパ７のゲートは開の状態を保つ。
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【００４９】
　＜調整運転時における計量ホッパの全排出・部分排出動作の説明＞
　もし集合ファネル１４から滞りなく排出可能な被計量物の量が計量ホッパ６の数にして
ａ個であれば、ｋ個中ａ個ずつ順番に被計量物を集合シュート１３へ同時排出させる。被
計量物をｋ個の計量ホッパ６から同時に排出しても、集合ファネル１４の出口で詰まらせ
ることなく排出することができるのであれば、同時に全ての被計量物を集合シュート１３
へ排出させる。そうすれば調整運転時の時間サイクルをより短くすることができる。
　部分排出の場合は、静的重量測定値取得時刻ｔ１ｓ後に、第１回目は１～ａ（＜ｋ）ま
で、第２回目はａ＋１～２ａ番目まで被計量物を排出させる。２ａ＞ｋであれば、一巡し
て１番目の計量ホッパへ戻る。
【００５０】
　＜計量回数１回目とそれ以降の重量測定・記憶動作の説明＞
　計量回数１回目については全ての計量ホッパ６の重量信号に対して並列に上記の重量測
定・記憶動作が行われるが、計量回数１回目以降は被計量物が排出された計量ホッパ６に
対してのみ供給ホッパ５のゲートが開かれて被計量物が供給され、この被計量物が供給さ
れた計量ホッパ６の重量信号に対して重量測定・記憶動作が行われる。なお、こうして空
になった供給ホッパ５には直進フィーダ４から被計量物が供給される。
【００５１】
　＜調整運転の終了条件の説明＞
　以上の調整時としての運転動作を連続的に行わせ、少なくとも全計量ホッパ６の計量回
数がｍ回に到達した時点で安定待ち時間設定のための調整運転を終了する。
【００５２】
　＜動的重量測定値と静的重量測定値のデーブルデータの説明＞
　表１には、計量ホッパ番号１～ｋ番までの計量ホッパ６の計量回数１～ｍまでの動的重
量測定値および静的重量測定値を記憶手段に記憶させたテーブルデータが示されている。
　動的重量測定値は同じ計量回数において各計量ホッパ６間で、また異なる計量回数で同
じ計量ホッパ６間でそれぞればらついている。また、実際に各計量ホッパ６に供給される
被計量物の重量も供給される度にばらついている。
【００５３】
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【表１】

【００５４】
　＜重量測定値のデーブルデータの説明＞
　表１において、例えば計量ホッパ番号１番の計量ホッパ６について、時刻ｔ１０のタイ
ミングで計量回数１回目の重量信号の動的重量測定値はｗ１０１１と表し、静的重量測定
値をｗ１ｓ１１と表している。また、計量ホッパ番号ｋ番の計量ホッパ６の時刻ｔ１ｎに
おける計量回数ｍ番目の動的重量測定値はｗ１ｎｍｋと表し、静的重量測定値はｗ１ｓｍ
ｋと表している。
【００５５】
　＜重量測定値誤差のデーブルデータの説明＞
　各計量ホッパ６についてｍ回の計量が完了すると、表１に示される重量測定値のデーブ
ルデータを用いてそれぞれの計量ホッパ６について動的重量測定値取得時刻ｔ１０～ｔ１
ｎの間における重量測定値誤差を表２に示される如く算出する。
【００５６】
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【表２】

【００５７】
　＜重量測定値誤差のデーブルデータの説明＞
　表２において、例えば計量ホッパ番号１番の計量ホッパ６について、動的重量測定値取
得時刻ｔ１０のタイミングで計量回数１回目の重量測定値誤差はｅ１０１１と表す。重量
測定値誤差ｅ１０１１は、下記式（１）に示される如く、動的重量測定値取得時刻ｔ１０
における動的重量測定値の静的重量測定値に対する差の絶対値として求められる。

　ｅ１０１１＝｜ｗ１０１１－ｗ１ｓ１１｜　　　・・・（１）

　同様に、計量ホッパ番号ｋ番の計量ホッパ６について、動的重量測定値取得時刻ｔ１ｎ
のタイミングで計量回数ｍ回目の重量測定値誤差はｅ１ｎｍｋと表す。重量測定値誤差ｅ
１ｎｍｋは、下記式（２）に示される如く、動的重量測定値取得時刻ｔ１ｎにおける動的
重量測定値の静的重量測定値に対する差の絶対値として求められる。
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　ｅ１ｎｍｋ＝｜ｗ１ｎｍｋ－ｗ１ｓｍｋ｜　　　・・・（２）

　ここで、供給状態の不都合によって供給ホッパ５から投下・供給される被計量物の静的
重量測定値取得時刻ｔ１ｓの静的重量測定値が（Ｗｔ／Ｍ）に比べて大きすぎるか又は小
さすぎる場合の誤差は除去する。
　例えば、許容重量範囲を（Ｗｔ／Ｍ）の±１０％程度の値である±ｗｃと設定して静的
重量測定値取得時刻ｔ１ｓの静的重量測定値が（Ｗｔ／Ｍ）±ｗｃの範囲外の場合の誤差
は標準偏差の計算から除外する。
【００５８】
　＜重量測定値誤差のばらつきの標準偏差の説明＞
　次に、誤差評価手段１８は、動的重量測定値取得時刻ｔ１０～ｔ１ｎにおいてそれぞれ
計量番号１～ｋ番の（ｍ・ｋ）個の重量測定値誤差に基づいて、表２に示されるように重
量測定値誤差のばらつきの標準偏差σ１０，σ１１，・・・，σ１ｑ，・・・σ１ｎ（ｇ
）を算出する。
　例えば、動的重量測定値取得時刻ｔ１０であれば、ｅ１０１１，ｅ１０２１，・・・ｅ
１０１２，・・・ｅ１０１ｋ，・・・ｅ１０ｍｋの間で求めた標準偏差がσ１０である。
　但し、重量測定値が（Ｗｔ／Ｍ）に比べて大きすぎたり小さすぎたりして標準偏差の計
算から除外したときには、データ数は（ｍ・ｋ）個からその除外した個数分だけ減じられ
る。
【００５９】
　＜最適な安定待ち時間を定める方法の説明＞
　予め重量測定における真の値に対する許容誤差の条件をｕシグマの条件にて±Ｅ（ｇ）
以下であることと規定されているとすれば、動的重量測定値取得時刻ｔ１０～ｔ１ｎの場
合の重量測定値誤差の標準偏差σ１０～σ１ｎ（ｇ）の値に対して動的重量測定値取得時
刻ｔ１０の時刻から順にチェックし、初めて下記式（３）を満足するσ１ｑに対応する動
的重量測定値取得時刻ｔ１ｑを発見する。なお、通常ｕの値としては、２～４の値が選ば
れる。

　σ１ｑ≦（Ｅ／ｕ）　　　・・・（３）

　動的重量測定値取得時刻決定手段１９は、この動的重量測定値取得時刻ｔ１ｑをもって
所定の統計的な計量精度を満足する最短の安定待ち時間を定める。つまり、動的重量測定
値取得時刻決定手段１９は、誤差評価手段１８によって静的重量測定値に対する動的重量
測定値の誤差の大きさが所定の許容値以下となる動的重量測定値取得時刻ｔ１ｑを本稼働
運転時の動的重量測定値取得時刻として決定する。
　こうして、統計的な所定の計量精度に基づく動的重量測定取得用の安定待ち時間、すな
わち供給ホッパ５から計量ホッパ６へ被計量物が供給される時刻を起点として本稼働運転
時の動的重量測定値取得時刻ｔ１ｑまでの安定待ち時間を正確に決定することができる。
　本稼働運転時、供給ホッパ５から計量ホッパ６へ被計量物が供給される時刻を起点とし
て安定待ち時間タイマー２０が時間間隔Δｔ毎に時間をカウントし、動的重量測定値取得
時刻ｔ１ｑの重量信号をもって動的重量測定値とする。
【００６０】
　＜最適な安定待ち時間を定める方法の説明＞
　以上の調整運転時の設定操作によれば、本稼働運転時と同様に連続運転によって自動的
に最適な重量測定値の取得タイミングを決定することができるようになっているので、短
時間に多くの被計量物のサンプル物品を使用することができることによる信頼性の高い統
計データに基づいて極めて正確に作業も効率的に、作業者の経験に頼ることなく容易に、
最適な重量測定値の取得タイミングを決定することができる。
　また、１台の組合せ秤１において、被計量物の種類や供給量の違いよって異なる重量測
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【００６１】
　次に、表２に示される重量測定値誤差を求めずに表１に示される重量測定値のデータの
みから安定待ち時間を決定する方法を述べる。
【００６２】
　＜動的重量測定値のばらつき量を求める別の方法の説明＞
　上記の動的重量測定値のばらつき量を求める方法においては、動的重量測定値と静的重
量測定値との偏差の絶対値を重量測定値誤差として算出し、この重量測定値誤差の標準偏
差σ１０，σ１１，・・・，σ１ｑ，・・・σ１ｎを動的重量測定値のばらつき量とした
。
　例えば、動的重量測定値取得時刻ｔ１ｎにおける動的重量測定値、つまり表１における
ｗ１ｎ１１，ｗ１ｎ２１，・・・，ｗ１ｎｍｋの標準偏差がσ１ｎ´と求められたとする
。
　一方、静的重量測定値ｗ１ｓ１１，ｗ１ｓ２１，・・・，ｗ１ｓｍｋの標準偏差σ１ｓ
´を求める。この標準偏差σ１ｓ´は被計量物のサンプル物品自身のばらつきを表した値
である。
　これに対して、ｗ１ｎ１１，ｗ１ｎ２１，・・・，ｗ１ｎｍｋの標準偏差σ１ｎ´は、
サンプル物品自身のばらつきと振動信号等による測定上のばらつきとが合成された値であ
り、両方のばらつき要因には相関がないので、振動信号等による動的重量測定値のばらつ
き量としての標準偏差σ１ｎは、下記式（４）により求めることができる。この演算法を
複数の動的重量測定値取得時刻ｔ１０～ｔ１ｎのそれぞれの時刻において適用する。

　σ１ｎ＝（σ１ｎ´２－σ１ｓ´２）１／２　　　・・・（４）
【００６３】
　＜安定待ち時間の決定に関する追加条件の説明＞
　これまでは過渡応答における振動振幅など振動信号の振幅による重量測定値のばらつき
の減衰度のみを対象として安定待ち時間を求める方法を述べた。
　しかし、図２に示されるように、速い処理能力の優先を要求されて、計量ホッパ６から
出力される重量信号の過渡応答信号について、応答信号の最終値である静的重量測定値へ
の収束度合も問題にしなければならない場合がある。
【００６４】
　＜安定待ち時間の決定に関する追加条件の説明＞
　この場合は、全ての計量ホッパ６の全ての動的重量測定値取得時刻ｔ１０～ｔ１ｎ毎に
測定した動的重量測定値と静的重量測定値との差である重量測定値偏差を求めて表３に示
されるテーブルデータとして記憶手段１７に記憶させる。
【００６５】
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【表３】

【００６６】
　＜安定待ち時間の決定に関する追加条件の説明＞
　例えば、計量ホッパ番号がｋ番の計量ホッパ６の時刻ｔ１ｎのタイミングで計量回数ｍ
回目の重量測定値偏差をｅ１ｎ´＝ｅ１ｎｍｋ´と表し、下記式（５）に示されるように
求める。

　ｅ１ｎ´＝ｅ１ｎｍｋ´＝ｗ１ｎｍｋ－ｗ１ｓｍｋ　　　・・・（５）
【００６７】
　＜安定待ち時間の決定に関する追加条件の説明＞
　そして、表３に示されるように、計量ホッパ番号１～ｋ番の全ての計量ホッパ６に対し
て重量測定値偏差を複数の動的重量測定値取得時刻ｔ１０～ｔ１ｎのそれぞれの時刻につ
いて求め、各時刻別にそれぞれデータ個数ｍ・ｋ個の平均値である重量測定値平均偏差ｅ
１０～ｅ１ｎを求める。



(16) JP 5388802 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

　重量測定値平均偏差ｅ１０～ｅ１ｎはｍ・ｋ個の重量測定値偏差の平均値であるから、
重量測定値平均偏差ｅ１０～ｅ１ｎのばらつきの標準偏差σ１ｎｅは動的重量測定値取得
時刻ｔ１ｎにおける個別の重量測定値偏差の標準偏差σ１ｎに対して下記式（６）のよう
に表される。

　σ１ｎｅ＝σ１ｎ／（ｍ・ｋ）１／２　　　・・・（６）
【００６８】
　＜安定待ち時間の決定に関する追加条件の説明＞
　安定待ち時間を決定するにあたって、重量信号の収束性を過渡応答振動振幅に加え、静
的重量測定値（応答の最終遅値）への収束性も条件に加えるのであれば、収束していると
判定する判定基準値の一例として、計量精度がｕ・σ１ｘで±Ｅ（ｇ）であるとするなら
、重量測定値平均偏差ｅ１ｘも、例えば、予め所定の収束許容値をＥ／ｕ・（ｍ・ｋ）１

／２とすると、下記式（７）を満足することを条件にする。

　ｅ１ｘ≦Ｅ／ｕ・（ｍ・ｋ）１／２　　　・・・（７）

　すなわち、安定待ち時間を決定するにあたって、下記条件（Ａ）（Ｂ）を初めてそれぞ
れ同時に満足する動的重量測定値取得時刻ｔ１ｘを発見する。

　（Ａ）重量測定値誤差の標準偏差σ１ｘが下記式（８）を満足する。

　σ１ｘ≦（Ｅ／ｕ）　　　・・・（８）

　（Ｂ）重量測定値平均偏差ｅ１ｘが下記式（９）を満足する。

　ｅ１ｘ≦Ｅ／ｕ・（ｍ・ｋ）１／２　　　・・・（９）
【００６９】
　＜安定待ち時間の決定に関する追加条件の説明＞
　そして、動的重量測定値取得時刻決定手段１９は、上記の動的重量測定値取得時刻ｔ１
ｘをもって所定の統計的な計量精度を満足する最短の安定待ち時間を定める。つまり、動
的重量測定値取得時刻決定手段１９は、誤差評価手段１８が静的重量測定値に対する動的
重量測定値の誤差の大きさを評価するに際して取り扱う重量測定値誤差の標準偏差σ１ｘ
および重量測定値平均偏差ｅ１ｘがそれぞれ所定の許容値（Ｅ／ｕ）およびＥ／ｕ・（ｍ
・ｋ）１／２以下となる動的重量測定値取得時刻ｔ１ｑを本稼働運転時の動的重量測定値
取得時刻として決定する。
【００７０】
　＜安定待ち時間の決定に関する追加条件の説明＞
　なお、計量実施回数ｍ・ｋが大きくなればなるほど重量測定値平均偏差も真の値に近づ
くが、その分だけ許容範囲も厳しく設定されることになる。そこで、ｍ・ｋの代わりに固
定の値を設定してもよい。
　また、安定待ち時間の決定条件として、重量測定値平均偏差のみを判定基準として上記
（Ｂ）の条件を満たすことのみを用いてもよい。
【００７１】
　以上、本発明の組合せ秤について、一実施形態に基づいて説明したが、本発明は上記実
施形態に記載した構成に限定されるものではなく、その趣旨を逸脱しない範囲において適
宜その構成を変更することができるものである。
【００７２】
　＜変形例等の説明＞
　上記の方法においては、計量番号１～ｋ番の全ての計量ホッパ６を使って全ての計量ホ
ッパ６に共通の安定待ち時間を設定するようにしたが、動的重量測定値を計量ホッパ６毎
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に集計したデータでもって計量ホッパ６別に異なる最適な安定待ち時間を設定することも
できる。
【００７３】
　＜変形例等の説明＞
　また、被計量物を供給ホッパ５に自動的に供給する自動式組合せ秤に本発明が適用され
た例を説明したが、被計量物を作業者の手によって供給ホッパ５に供給する半自動式組合
せ秤についても本発明を適用することができる。この場合、安定待ち時間をカウントする
起点として、例えば以下のようなものが挙げられる。
　すなわち、供給ホッパ５が一定時間間隔毎に自動的に開閉するようにシーケンス制御が
構成されている半自動式組合せ秤では、シーケンス制御による供給ホッパ５のゲートを開
動作させるタイミングを安定待ち時間のカウントの起点として用いることができる。
　また、作業者が供給ホッパ５へ被計量物を供給したことを検知する物品センサを備える
構成の半自動式組合せ秤では、物品センサによる被計量物の検知タイミングを安定待ち時
間のカウントの起点として用いることができる。
【００７４】
　＜変形例等の説明＞
　上記の動的重量測定値取得時刻ｔ１ｑで定められる安定待ち時間は、所定の計量精度を
満足する動的重量測定値を取得することのできる最短の安定待ち時間であるが、その動的
重量測定値取得時刻ｔ１ｑから後に予め設定した所定の時間間隔分だけ余裕を見込んだ時
刻をもって安定待ち時間を決定してもよい。
　また、所定の計量精度に関し、標準偏差のｕ倍のｕの値を計量精度上で規定された値よ
り大きく設定してもよい。
【００７５】
　＜変形例等の説明＞
　また、安定待ち時間の決定はマニュアル操作で行うものとして、操作装置１０を手動に
よる安定待ち時間の動的重量測定値取得時刻設定手段として機能させ、調整運転が終了し
た時点で表示装置９に動的重量測定値取得時刻毎の標準偏差や標準偏差のｕ倍の値をもっ
て獲得できたと推定される推定計量精度を表示させ、作業者の判断によって操作装置１０
に備えたキースイッチによって適切な計量精度と安定待ち時間を定める動的重量測定値取
得時刻とを選択して決定するようにしてもよい。
　作業者はマニュアル設定であっても具体的な重量測定値取得時刻別の統計的計量精度を
参照しながら選択的に指定することができるので、容易に所定の計量精度のもと、所定の
生産能力に対応した調整と設定が可能となる。
　なお、表示装置９が本発明の「表示手段」に相当する。また、操作装置１０が本発明の
「動的重量測定値取得時刻設定手段」に相当する。
【００７６】
　＜変形例等の説明＞
　また、表示装置９に、動的重量測定値取得時刻毎の標準偏差や上記の推定計量精度、平
均偏差等を含む計量精度関連情報を単独あるいは並列表示させてもよい。
【００７７】
　＜変形例等の説明＞
　また、組合せ商品には被計量物の種類や供給量に応じて商品番号を決めるとともに、商
品番号別に安定待ち時間を決定してテーブルデータとして記憶させておき、本稼働運転時
に当該商品番号を指定することによって本稼働運転に使われる安定待ち時間を選択するよ
うにしてもよい。
　本稼働運転時に組合せ選択作業に適用する商品番号が設定されると、商品番号に対応し
た安定待ち時間が選択され、安定待ち時間タイマー２０は供給ホッパ５のゲートが開くタ
イミングを起点として時間間隔Δｔ毎に時間をカウントし、動的重量測定値取得手段１５
はその選択された安定待ち時間の最終時刻ｔ１ｑにおいて荷重センサ１２の重量信号から
動的重量測定値を取得する。



(18) JP 5388802 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

【００７８】
　＜変形例等の説明＞
　上記の実施形態では、計量番号１～ｋ番の全ての計量ホッパ６に対して共通の安定待ち
時間を設定することを前提にした。つまり、複数の動的重量測定値取得時刻ｔ１０～ｔ１
ｎのそれぞれの時刻においてｍ・ｋ個の重量測定値誤差から求められた標準偏差（表２参
照）に基づいて安定待ち時間を決定した。これを各計量ホッパ６毎に、複数の動的重量測
定値取得時刻ｔ１０～ｔ１ｎのそれぞれの時刻においてｍ個の重量測定値誤差から求めら
れた標準偏差に基づいて安定待ち時間を決定することもできる。
【００７９】
　＜変形例等の説明＞
　また、被計量物の種類や供給量が異なると、供給ホッパ５から計量ホッパ６へ被計量物
が供給される状態は様々であるので、予め被計量物の種類や供給量毎に上記の調整運転を
行うことによって、被計量物の種類や供給量に応じた安定待ち時間を設定することもでき
る。
【００８０】
　＜誤差評価手段による誤差の評価に関する補足説明＞
　なお、誤差評価手段１８は、静的重量測定値に対する動的重量測定値の誤差の大きさを
評価するに際して、以下の（１）～（３）の各評価項目を個別に、または適宜に組み合わ
せて取り扱うことができるものである。
　（１）記憶手段１７に記憶されている計量回数毎の動的重量測定値と静的重量測定値と
に基づいて、複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対応させて求めら
れる重量測定値誤差のばらつきの標準偏差（表１参照）。
　（２）記憶手段１７に記憶されている計量回数毎の動的重量測定値から複数の異なる動
的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対応させて求められる動的重量測定値のばらつ
きの標準偏差と、記憶手段１７に記憶されている計量回数毎の静的重量測定値から求めら
れる静的重量測定値のばらつきの標準偏差とに基づいて求められる重量測定値誤差のばら
つきの標準偏差（式（４）参照）。
　（３）記憶手段１７に記憶されている計量回数毎の動的重量測定値と静的重量測定値と
に基づいて、複数の異なる動的重量測定値取得時刻のそれぞれの時刻に対応させて求めら
れる重量測定値平均偏差（表３参照）。
【産業上の利用可能性】
【００８１】
　本発明の組合せ秤は、所定の計量精度を満足する安定待ち時間を容易に決定することが
できるという特性を有していることから、粉体、ばらもののような物品の組合せ計量の用
途に好適に用いることができる。
【符号の説明】
【００８２】
　１　　　組合せ秤
　２　　　物品供給装置
　３　　　分散フィーダ
　４　　　直進フィーダ
　５　　　供給ホッパ
　６　　　計量ホッパ
　７　　　メモリホッパ
　８　　　制御装置
　９　　　表示装置（表示手段）
　１０　　操作装置（動的重量測定値取得時刻設定手段）
　１１　　被計量物受け部
　１２　　荷重センサ
　１３　　集合シュート



(19) JP 5388802 B2 2014.1.15

　１４　　集合ファネル
　１５　　動的重量測定値取得手段
　１６　　静的重量測定値取得手段
　１７　　記憶手段
　１８　　誤差評価手段
　１９　　動的重量測定値取得時刻決定手段
　２０　　安定待ち時間タイマー

【図１】 【図２】
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